
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度第１回 

美濃加茂市上下水道事業経営審議会 
 

 

 

 

 

 

 

日時：令和７年１１月１８日（火） 

午後２時～午後３時３０分 

場所：美濃加茂市生涯学習センター 

２０３会議室 

    



次   第 

 

１．開会 

 

２．委員委嘱（委嘱状交付） 

 

３．建設水道部長あいさつ 

 

４．自己紹介  

 

５．会長、副会長の選任  

 

６．議事（説明事項・報告事項）  

 

（１）運営に関するアンケート結果について 

 

（２）前回会議録の確認について 

 

（３）令和６年度決算（水道・下水道）について 

 

（４）水道事業経営戦略の改定について 

 

 

７．会議録署名者の指名 

 

８．その他 

 

９．閉会 
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R7.2-3 実施 
 

美濃加茂市上下水道事業経営審議会委員の任期に関するアンケート

（設問③）集計結果 
 

③上下水道事業経営審議会の運営について。 
今後の参考としますので、ご意見やご要望などがあれば、自由に記入してください。 

 
意見・要望２名（※以下、原文のまま） 

 
 

A：会議資料は専門用語が多いため、わかりやすい表現や説明文があると委員の方も理

解しやすく、充実した会議になると思います。 

B：会議への参加を希望しておりますが仕事との折り合いがつかず、欠席が続き大変

申し訳ございません。できることでしたら、リモート会議という形での参加も可能

として頂けると、有難いです。 
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3. 有収水量及び料金収入の見通し 

  給水人口、水需要の見通し 

図 1 に給水人口、水需要の見通しを示します。給水人口は令和元年度をピークに減少に転じましたが、令和 4 年度以降

はわずかに増加しています。目標年度である令和 17 年度では現在と同等と予想されますが、その後は減少することが予

想されます。一日平均給水量と一日最大給水量についても、令和 6 年度以降減少傾向で推移すると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

  有収水量、料金収入の見通し 

 図 2 に有収水量、料金収入の見通しを示します。有収水量は計画期間の令和 17 年度までは現在と同等と予想されます

が、その後は減少することが予想されます。令和 5 年度の給水収益は、1,006,488 千円（税抜）でしたが、一般会計から

の繰入金を財源に基本料金の減免を５か月行っています。なお、減免を行っていない令和 4 年度の給水収益は 1,182,264

千円（税抜）でした。今後、計画期間は、令和 4 年度と同等の給水収益を維持し、計画期間最終年度である令和 17 年度

では 1,185,212 千円となりますが、その後は有収水量の推移と連動して減少し、40 年後の令和 47 年度には 1,067,625 千

円となり、令和 4 年度に比べると約 10％の減少となることが予想されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
4. 経営の基本方針 

令和２年度に策定した「美濃加茂市新水道ビジョン」では、「生活を支える、安全で強い水道を次世代に」を基本理念

に掲げ「安全」、「強靭」、「持続」の３つの観点に基づいて基本目標を定めて実施方策及び重点施策を策定しました。経営

の基本方針については、「美濃加茂市新水道ビジョン」の重点施策の見直しを行い、安定した経営に繋げていきます。 

 

社会環境に対応した事業運営の実現 

地震や洪水などの災害に強い水道の実現 

「経営戦略」とは、公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画であり、施

設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、

投資以外の経費も含めた上で収入と支出が均衡するよう調整した中長期の収支計画です。 

美濃加茂市では平成 30（2018）年に令和 11（2029）年度を目標年度とする「美濃加茂市水道事業経営戦略」を策定し、事

業を進めてきました。この経営戦略は、3～5 年を目途に計画の見直しを行い、PDCA サイクルを働かせながら、実効性のある

計画としていく必要があります。また、内閣府は、経営戦略の見直し率を令和 7 年度までに 100％とすることを「新経

済・財政再生計画改革工程表 2020」（令和 2年 12 月 18 日経済財政諮問会議）に示しています。今回、令和 17（2035）

年度を目標年度として経営戦略の見直しを行います。 

 

1. 水道事業の概要 

  給水状況・施設状況 

 給水状況、施設状況を表 1 に示します。令和 6 年度現在の給水人口は 

57,056 人、管路延長は 588,553m、利用率は 73.52％となっています。 

  水道料金 

 水道料金表を表 2 に示します。現在の料金体系は、令和元年 10 月に 

改定を行っており、口径別段階別逓増従量料金制を採用しています。 

 

2. 経営の現状分析 

美濃加茂市の経営指標を表 3 に示します。経営の安全性及・効率性及 

び老朽化の状況について、類似団体と比較して概ね良好な状態にありま 

す。美濃加茂市の経営の現状と課題を以下にまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美濃加茂市水道事業経営戦略の改定について 

表 1 給水状況、施設状況（令和 6 年度） 

表 2 水道料金表 

図 2 有収水量、料金収入の見通し 

＜経営の健全性・効率性＞ 

○経常収支比率：100％を超え収支が黒字であることを示しています。 

○流動比率：675％と高く類似団体よりも大幅に高くなっています。 

○企業債残高対給水収益比率：平成 20 年度を最後に企業債の新規借入

は行っておらず、企業債の残債を償還するのみとなっており、類型団

体よりも大幅に低くなっています。 

○料金回収率：令和 5 年度は一般会計からの繰入金を財源に基本料金の

減免を 5 か月行っており、減免額を考慮すると 108.23％となります。 

○施設利用率：水需要の減少に伴い減少傾向にありますが、類似団体よ

りも高い水準にあります。 

＜老朽化の状況＞ 

○有形固定資産減価償却率：類似団体平均と同程度となっていますが、

年々老朽化は進行しており、計画的に施設の更新を進めていく必要が

あります。 

○管路経年化率：類似団体平均より低い値ですが、年々増加しており、

管路の老朽化が進んでいる状況です。 

○管路更新率：類似団体平均値よりも低い値となっていますが、今後管

路が整備後 30 年を超過することから、漏水事故などが発生しやすく

なることが予想されます。 

表 3 美濃加茂市の経営指標 
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図 1 給水人口と水需要の見通し 

図 3 経営の基本方針 

 

 

持続 

強靭 

安全な水の継続的な供給  
安全 

実現方策 重点施策

① 水道施設の計画的な耐震化の実施
C.水道基本計画（令和4（2022）年度策定）による管路耐
震化計画、水道施設アセットマネジメント計画の更新

② 洪水時（高濁時）の対策強化 D.BCP（事業継続計画）の更新
③ 浸水、土砂災害への対策強化 E.施設耐水性の強化、土砂災害対策
④ 広範囲の配水区における被害軽減化 F.配水区域の見直し、施設の適正化
⑤ 応急復旧体制の確立 D.BCP（事業継続計画）の更新

B.水道広域化による森山浄水場の統廃合の検討
D. BCP（事業継続計画）の更新

⑦上下水道一体による管路耐震化 G.重要施設への配水管路の耐震化

⑥ 県営水道との連携体制の強化

実現方策 重点施策
① 水質管理体制の継続的維持
② おいしい水の実現
③ 自己水源の安全性向上 B.水道広域化による森山浄水場の統廃合の検討

A.水安全計画の定期的な更新と運用 実現方策 重点施策
H.水道事業経営戦略の改定
I.水道広域化による経営の一体化の検討 
B.水道広域化による森山浄水場の統廃合の検討
F.配水区域の見直し、施設の適正化

③ 施設の長寿命化
C.水道基本計画（令和4（2022）年度策定）による管路耐
震化計画、水道施設アセットマネジメント計画の更新
J.管理の一体化の検討
K.DBによる工事の施工
B.水道広域化による森山浄水場の統廃合の検討
J.管理の一体化の検討
L.窓口業務の民間活用
M.ウォーターPPPの活用

⑦ 自然環境への負荷の少ない事業運営 N.施設更新に合わせた省エネルギー製品の使用
⑧ お客様サービスの向上 O.DXの推進

⑥ 民間活用の範囲拡大

④〜⑧の方策については、既に取り組んでいるものもありますが、将来に渡って”持続”可能な水道事業
を目指していきます。

① 事業経営の効率化

② 施設規模の適正化や統廃合

④ 職員の確保と技術継承、新技術導入

⑤ 広域的な連携の強化
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実績 ← ← 推計（計画期間) → ← 推計（計画期間外） →

R4(R5は減免措置）

給水人口：56,878人

一日平均給水量：18,099m3/日

一日最大給水量：20,436m3/日

R47

給水人口：50,626人

一日平均給水量：15,710m3/日

一日最大給水量：18,504m3/日

R17

給水人口：56,999人

一日平均給水量：17,448m3/日

一日最大給水量：20,551m3/日

※「2.経営の現状分析」と「表 3 美濃加茂市の経営指標」については、 

 「類似団体平均」の現時点での最新公表年度である令和 5 年度の数値で 

  比較しています。 

R7.11.13 
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令和７年度　第１回　上下水道事業経営審議会　用語説明資料

【水道事業】
資料 用語 説明

決算概要(表)
1 ⑤年間有収水量 ④年間配水量の内、実際に料金として反映された水量

決算概要(表)
1・

経営戦略資料
表３

有収率
・⑤年間有収水量÷④年間配水量×100
・配水した水量のうち、実際に料金に反映された水量の割合
※100％に近いほど良い

決算概要(表)
3 負担金

給水申込に伴い市が設計し発注した工事に対して、申込者に負
担いただく工事負担金

決算概要(表)
3 分担金 水道の新規・改造申込に伴う加入分担金

決算概要(表)
3 補助金 老朽管の更新工事等に対する国庫補助金など

決算概要(表)
3 建設改良費 水道施設の新設や更新を行う費用

決算概要(表)
3 元金償還金 これまでに借りている企業債の元金償還金

決算概要(表)
3 長期貸付金 下水道会計への貸付金（令和2年度～令和5年度）

決算概要(裏) 減価償却費
固定資産（施設や設備等）を取得した費用を、各耐用年数に振
り分けた費用

決算概要(裏) 長期前受金戻入益
固定資産取得のために使用した補助金や分担金などの財源を、
各耐用年数に振り分けた収益

経営戦略資料
表１ 有収水量密度

・年間有収水量÷計画給水面積
・給水対象の密集度により、事業の効率性を示す

経営戦略資料
表１・表３ 施設利用率

・1日平均配水量÷配水能力×100
・設備や施設がどれくらい効率的に利用されているかを示す
※100％に近いほど、大きいほど良い

経営戦略資料
表３ 経常収支比率

・(営業収益＋営業外収益)÷(営業費用＋営業外費用)×100
・業務活動の能率効果を示す。
※100％以上で、大きいほど良い

経営戦略資料
表３ 流動比率

・流動資産÷流動負債×100
・水道事業の短期支払能力（運転資金）を示す
※100％以上が必要

経営戦略資料
表３

企業債残高対
給水収益比率

・企業債残高÷給水収益×100
・将来的な財政負担を示す
※低いほど良い

経営戦略資料
表３ 料金回収率

・供給単価（有収水量１㎥あたりに得られる料金収入）
　÷給水単価（有収水量１㎥あたりに要した費用）×100
・水を作る費用を料金で賄えている率
※100％以上で、高いほど良い

経営戦略資料
表３

有形固定資産
減価償却率

・有形固定資産の減価償却累計額÷帳簿原価×100
・有形固定資産の寿命や使用状況を示す
※低いほど、老朽化が進んでいない

経営戦略資料
表３ 管路経年変化率

・法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長
・管路の老朽化の進行度合いを示す
※低いほど、老朽化が進んでいない

経営戦略資料
表３ 管路更新率

・当該年度に更新した管路延長÷管路延長
・当該年度に更新が行われた管路の割合を示す
※高いほど、管路の更新を進めている

資料８



令和７年度　第１回　上下水道事業経営審議会　用語説明資料

【下水道事業】
資料 用語 説明

決算概要(表)
1

②供用開始区域内
人口

市の下水道管が整備され、下水道を使える人の総数

決算概要(表)
1 普及率 人口全体に対して、下水道での汚水処理が可能な割合

決算概要(表)
1 水洗化率

③実際に下水道に接続し使用している人の総数÷②下水道を使
える人の総数×100
※100％に近いことが望ましい

決算概要(表)
1 ④年間汚水処理量 各処理場で１年間に処理した汚水の総量

決算概要(表)
1 ⑤年間有収水量 ④の内、実際に料金として反映された汚水水量

決算概要(表)
1 有収率

⑤年間有収水量÷④年間汚水処理量×100
※100％に近いほど良い

決算概要(表)
3 企業債 下水道施設の整備や企業債償還の財源としての借入金

決算概要(表)
3 負担金 一般会計からの繰入金、受益者負担金

決算概要(表)
3 分担金 受益者分担金

決算概要(表)
3 補助金 下水道管の更新工事等に対する国庫補助金など

決算概要(表)
3 他会計長期借入金 水道事業会計からの借入金（令和2年度～令和5年度）

決算概要(表)
3 建設改良費 下水道施設の新設や更新を行う費用

決算概要(表)
3 元金償還金 これまでに借りている企業債の元金償還金

決算概要(裏) 減価償却費
固定資産（施設や設備等）を取得した費用を、各耐用年数に振
り分けた費用

決算概要(裏) 長期前受金戻入益
固定資産取得のために使用した補助金や分担金などの財源を、
各耐用年数に振り分けた収益


